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　（総　則）

　（業務の予定量）

576,351 ｍ3

6,449 人

1,579 ｍ
3

380,384 千円

　（収益的収入及び支出）

第１款 527,728 千円

第１項 206,829 千円

第２項 320,898 千円

第３項 1 千円

第１款 514,042 千円

第１項 451,188 千円

第２項 62,294 千円

第３項 60 千円

第４項 500 千円

　（資本的収入及び支出）

第１款 566,943 千円

第１項 253,600 千円

第２項 127,100 千円

第３項 29,000 千円

第４項 11,187 千円

第５項 146,056 千円

第１款 710,468 千円

第１項 380,464 千円

第２項 330,004 千円

収　　　入

企 業 債 償 還 金

収　　　入

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

企 業 債

分担金及び負担金

議第２１号

令和４年度益田市下水道事業会計予算

第１条　令和４年度益田市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（２）処理区域内人口

支　　　出

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

営 業 収 益

（１）年間処理水量

営 業 費 用

特 別 損 失

対し不足する額143,525千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,875千円、
過年度分損益勘定留保資金57,769千円及び当年度分損益勘定留保資金83,881千円で補てんする
ものとする。）。

（３）１日平均処理水量

特 別 利 益

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 費 用

営 業 外 収 益

（４）主要な建設改良事業費

県 支 出 金

支　　　出

国 庫 支 出 金

他 会 計 出 資 金

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費

資 本 的 支 出

下 水 道 事 業 収 益

予 備 費
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　（企業債）

限　度　額

千円 

　（一時借入金）

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

59,774 千円

　（他会計からの補助金）

（２）建設改良費、企業債償還金

額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金
額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

令和４年２月２５日提出

下水道事業

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

起債の方法

第８条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金

起債の目的

（１）営業費用、営業外費用、特別損失

証書借入又
は証券発行

（１）職員給与費

益 田 市 長　　山　本　浩　章　　

第９条　一般会計等からこの会計へ補助を受ける金額は、152,873千円である。

第６条　一時借入金の限度額は、409,700千円と定める。

償　還　の　方　法

借入先の融資条件によ
る。ただし、財政の都
合により据置期間及び
償還期限を短縮し、若
しくは繰上償還又は低
利債に借換することが
できる。

利　率

３．０％以内。
ただし、利率見直し方
式で借入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては当
該見直し後の利率とす
る。

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

253,600

-2-



令和４年度

益田市下水道事業会計予算に関する説明書
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 527,728

1 営 業 収 益 206,829 主たる営業活動から生じる収益

1 下 水 道 使 用 料 137,991 下水道使用料

2 他 会 計 負 担 金 68,819 雨水処理費一般会計負担金

3 受 託 工 事 収 益 1 受託工事による収益

4 その他営業収益 18 指定工事店指定手数料等

2 営 業 外 収 益 320,898 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受 取 利 息 及 び
配 当 金

1 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 152,873 一般会計補助金

3 消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

12,346 消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 155,594
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 84 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 1 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

1
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度益田市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 目項
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 514,042

1 営 業 費 用 451,188 主たる営業活動から生じる費用

1 管 渠 費 6,568 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 24,473 ポンプ場の維持管理に要する費用

3 処 理 場 費 77,332 処理場の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 1 工事受託に要する費用

5 業 務 費 23,826
下水道使用料等の徴収業務に要する費
用

6 総 係 費 19,869 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 298,519 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 600 資産減耗に要する費用

2 営 業 外 費 用 62,294 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

62,293 企業債に対する利息等

2 消費税及び地方
消 費 税

1 消費税及び地方消費税納税額

3 特 別 損 失 60 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

60
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500 予備費

目項款
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 566,943

1 企 業 債 253,600

1 企 業 債 253,600 建設改良事業債等

2 国 庫 支 出 金 127,100

1 国 庫 補 助 金 127,100 社会資本整備総合交付金等

3 県 支 出 金 29,000

1 県 補 助 金 29,000 農山漁村地域整備交付金

4 分担金及び負担金 11,187

1 工 事 負 担 金 3,750 下水道工事に係る工事負担金

2 受 益 者 負 担 金 7,437 下水道事業受益者負担金

5 他会計出資金 146,056

1 他 会 計 出 資 金 146,056 一般会計出資金

目

資本的収入及び支出

項款
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 710,468

1 建 設 改 良 費 380,464

1 公 共 下 水 道
建 設 改 良 費

320,025 公共下水道整備に要する費用

2 農 業 集 落 排 水
建 設 改 良 費

60,359 農業集落排水施設改良費

3 営 業 設 備 費 80 機械器具等購入費

2 企業債償還金 330,004

1 企 業 債 償 還 金 330,004
政府債、地方公共団体金融機構債等の
償還元金

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 0

　　　減価償却費 298,519

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 21

　　　賞与等引当金の増減額（△は減少） △ 41

　　　長期前受金戻入額 △ 155,594

　　　受取利息及び配当金 △ 1

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 62,293

　　　固定資産除却損 600

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 11,066

　　　未払金の増減額（△は減少） 5,248

　　　　　小計 199,979

　　　受取利息及び配当金 1

　　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 62,293

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 137,687

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 351,036

　　　国庫補助金等による収入 151,546

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 199,490

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 253,600

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 330,004

　　　他会計からの出資による収入 146,056

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 69,652

　　資金増加額 7,849

　　資金期首残高 91,233

　　資金期末残高 99,082

令和４年度　益田市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）
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１　総　括 （単位：千円）

職員数

（人） 給　料 手　当 計

区　分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

期 末 手 当

本年度 1,134 623 1,167 24 2,853 6,130

前年度 1,368 600 648 22 2,864 6,430

比　較 △ 234 23 519 2 △ 11 △ 300

区　分 勤 勉 手 当
退 職 手 当
負 担 金

合　計

本年度 4,607 4,468 21,006

前年度 4,527 4,378 20,837

比　較 80 90 169

9

給与費明細書

区　　　分
給　与　費

法定福利費 合　計

本年度 21,006 50,345 9,429

1,125

58,649

528 169 697

59,77429,339

前年度 8

比　較

手
当
の
内
訳

備　　考

28,811 20,837 49,648 9,001

4281
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２　給料及び手当の増減額の明細

職員数の異動状況

本年度 9 人 0 人 9 人

前年度 8 人 0 人 8 人

増　減 人 0 人 人

３　給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

その他の
増減分

―

一般会計制度

平 均 年 齢

区　　　　　　　　　　　　分

平均給料月額

一般行政職（円）

平均給料月額

平 均 年 齢

171,700

（歳）

1

期末手当の
支給月数の
改定等によ
るもの

（円）

平均給与月額

270,267

36.9

1

（円）

行　政　職（円）

150,600

298,737

大　学　卒 171,700

（円）

高　校　卒

制度改正に
伴う増減分

区　　分

備　　　考

337,334

150,600

その他の
増減分

476

79

増減事由別内訳
      　    （千円）

技能労務職（円）

平均給与月額令和4年1月1日現在

40.6

300,382（円）

一般行政職

（歳）

（計）

増減額
　（千円）

説明

150,600

区分

令和3年1月1日現在

449

△ 307

平均昇給率 2.29%

給料 528

手当 169

人事異動等
によるもの

人事異動等
によるもの

（現に在職する職員数）（その他）

昇給に伴う
増加分
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（３）級別職員数

　（級別の標準的な職務内容）

職  員  数 （人）

一　般　行　政　職

構  成  比 （％）

33.3

令和4年1月1日現在

区　　　分

７ 級

級

100.0

１ 級

3

0.0

11.1

3

1

22.3

６ 級

0.0

区　　分

係長の職務
又はこれに
相当する職
務
主任の職務

副主任主
事、副主任
技師の職務
又はこれら
に相当する
職務

9

３ 級

33.3

部長の職務
又はこれに
相当する職
務

７級

課長の職務
又はこれに
相当する職
務

６級１級

一般行政職

計

６ 級

8

２ 級

５ 級

0

2

１ 級 1

主事若しく
は技師の職
務又はこれ
らに相当す
る職務

課長補佐の
職務又はこ
れに相当す
る職務
主幹の職務
指導主任の
職務

計

３級

0

2 25.0

５ 級

0 0.0

12.5

12.5

50.0

0

0.0

0 0.0

4

1

４ 級

主任主事、
主任技師の
職務又はこ
れらに相当
する職務

７ 級

２ 級

４ 級

３ 級

２級 ４級

0 0.0

100.0

令和3年1月1日現在

５級
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（４）昇給

職　　員　　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

比　 　　率　（Ｂ）／ (Ａ) (％)

職　　員　　数 (Ａ) (人)

昇給に係る職員数 (Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

比　 　　率　（Ｂ）／ (Ａ) (％)

号給数別内訳

8

88.9

区　　　　分

－

号給数別内訳 ３号給

9

7

87.5

本
年
度

前
年
度

５号給

１号給

２号給

４号給 8

５号給

４号給

１号給

２号給

３号給 －

－

－

－

一　般　行　政　職

8

－

7

－

－
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（５）特殊勤務手当

(％)

（６）期末手当・勤勉手当

（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８）その他の手当

(1.125)

2.150 2.150 4.30

2.225

(1.125) (2.25)

2.225 4.45

(1.175)

4.30

徴収業務手当

2.150 2.150

( 令 和 4 年 1 月 1 日 現 在 ）

12月（月分）
区　分

最高限度35年勤続
の者（月分）

本年度

支給期別支給率

有

(1.125) (2.25)

区　分
20年勤続
の者（月分）

(1.175) (2.35)

25年勤続
の者（月分）

その他の
加算措置等

通　勤　手　当

住　居　手　当

扶　養　手　当

区　　　　　　分

同　　　　じ

（月分）

一般会計
の制度

（支給率等）

同　　　　じ

同　　　　じ

差　異　の　内　容

24.586875 33.27075 47.709

24.586875 47.709

一般会計の制度との異同

47.709

33.27075 47.709
　定年前早期退職
　特例措置
  （２～２０％加算）

　定年前早期退職
　特例措置
  （２～２０％加算）

（　）内は、再任用職員の標準的な支給率

一般会計の制度 有

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

0.1

６月（月分）

100.0
支 給 対 象 職 員 の 比 率

有

(1.125)

(％)

区          分

前年度

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支給率等

備　　　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置（月分）

支給率計

備考

一　般　行　政　職
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左の財源
内訳

期　間 金　額 期　間 金　額 企業債等

山陰本線益田駅構内辻
の宮踏切下下水道管新
設工事の委託料

R4
限度額
に同じ

限度額
に同じ

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

当該年度以降の
支 払 義 務 発 生
予 定 額

山陰本線益田駅構内辻の宮踏切下
下水道管新設工事に要する額
（令和3年度から）
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（単位：千円　税抜）

1 固　定　資　産

(1) 15,538,164
△ 4,411,451

11,126,713
(2) 11

11,126,724

2 流　動　資　産
(1) 99,082
(2) 36,347

△ 84 36,263

135,345

11,262,069

3 固　定　負　債
(1)
ｲ 

4,926,059 4,926,059

4,926,059

4 流　動　負　債
(1)
ｲ 

366,267 366,267
(2) 36,923
(3)
ｲ 4,359 4,359

(4) 550

408,099

5 繰　延　収　益
(1) 6,769,927

△ 2,335,114 4,434,813

4,434,813

9,768,971

6 資　 本 　金 457,492

7 剰　 余 　金
(1)
ｲ 933,690
ﾛ 93,739
ﾊ 4,488 1,031,917

(2)
ｲ 0
ﾛ 3,689
ﾊ 0
ﾆ 当年度未処分利益剰余金 0 3,689

1,035,606

1,493,098

11,262,069

減 債 積 立 金
利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

国 県 補 助 金
他 会 計 負 担 金
受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

資 本 剰 余 金

賞 与 等 引 当 金
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金
引 当 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

資 産 合 計

負　債　の　部

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計

令和４年度　益田市下水道事業予定貸借対照表（当年度）

令和５年３月３１日

資　産　の　部
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注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    （イ）減価償却の方法 定額法による。 

（ロ）主な耐用年数 

  建物 ８年～５０年 

  構築物 １０年～５０年 

機械及び装置 ６年～３０年 

車両運搬具 ５年 

  工具器具及び備品 ５年～１５年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    （イ）減価償却の方法 定額法による。 

（ロ）主な耐用年数 

  ソフトウェア ５年 

（３）リース資産 

    （イ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

２ 引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

  債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

（２）退職給付引当金 

  職員の退職手当は、毎年の総合事務組合負担金を下水道事業会計が負担し、積立金の

不足等に応じて発生する追加的な費用は一般会計が負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

  職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、

当事業年度末における支給見込額及び支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

額を計上している。 

３ 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償

還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、3,962,843 千円であ

る。 
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Ⅲ セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

   益田市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告セグメン

トとしている。なお、公共下水道事業については、汚水処理事業及び雨水処理事業に区分す

る。 

   各報告セグメントの事業内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務 

・終末処理施設 １か所 

・雨水ポンプ場 １か所 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

・農業集落排水処理施設 ３か所 

２ 報告セグメントごとの営業収益等                

  当年度（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）    （税抜き、単位：千円） 

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

１ リース取引の処理方法 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

(１)所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

     １年内    ０千円 

     １年超    ０千円 

      計     ０千円 

事業区分 
公共下水道事業 農業集落 

排水事業 
合計 

汚水処理事業 雨水処理事業 

営業収益 

営業費用 

69,419

149,501

68,819

97,109

56,047

193,418

194,285

440,028

営業損益 

経常損益 

△80,082

255

△28,290

0

△137,371

256

△245,743

511

セグメント資産 5,884,104 2,751,493 2,626,472 11,262,069

セグメント負債 5,158,628 2,273,822 2,336,521 9,768,971

その他の項目 
他会計繰入金 

 減価償却費 

 特別利益 

 特別損失 

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増減額 

61,295 

105,196 

1 

28 

178,397 

68,819 

81,718 

0 

0 

△69,533 

91,578 

111,605 

0 

28 

△56,980 

221,692 

298,519 

1 

56 

51,884 
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（単位：千円 税抜）

1

(1) 120,290

(2) 71,043

(3) 1

(4) 18 191,352

2

(1) 6,191

(2) 22,632

(3) 64,623

(4) 1

(5) 20,174

(6) 16,650

(7) 314,821

(8) 600 445,692

254,340

3

(1) 1

(2) 154,570

(3) 164,155

(4) 73 318,799

4

(1) 63,548 63,548 255,251

911

5

(1) 1 1

6

(1) 456 456 △ 455

7 456 456 △ 456

0

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

令和３年度　益田市下水道事業予定損益計算書（前年度）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

減 価 償 却 費

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

総 係 費

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

受 託 工 事 費

業 務 費

経 常 利 益

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

支払利息及び企業債取扱諸費

そ の 他 営 業 収 益

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費
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（単位：千円　税抜）

1 固　定　資　産

(1) 15,187,761
△ 4,112,932

11,074,829
(2) 11

11,074,840

2 流　動　資　産
(1) 91,233
(2) 25,281

△ 63 25,218

116,451

11,191,291

3 固　定　負　債
(1)
ｲ 

5,038,728 5,038,728

5,038,728

4 流　動　負　債
(1)
ｲ 

330,002 330,002
(2) 31,675
(3)
ｲ 4,433 4,433

(4) 550

366,660

5 繰　延　収　益
(1) 6,618,381

△ 2,179,520 4,438,861

4,438,861

9,844,249

6 資　 本 　金 311,436

7 剰　 余 　金
(1)
ｲ 933,690
ﾛ 93,739
ﾊ 4,488 1,031,917

(2)
ｲ 0
ﾛ 3,689
ﾊ 0
ﾆ 当年度未処分利益剰余金 0 3,689

1,035,606

1,347,042

11,191,291

受 贈 財 産 評 価 額

令和４年３月３１日

資　産　の　部

令和３年度　益田市下水道事業予定貸借対照表（前年度）

有 形 固 定 資 産

負　債　の　部

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額
有 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

固 定 負 債 合 計

未 収 金
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

充てるための企業債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

他 会 計 負 担 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

企 業 債
建設改良費等の財源に

引 当 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

国 県 補 助 金

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

賞 与 等 引 当 金

未 払 金

建 設 改 良 積 立 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金
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注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    （イ）減価償却の方法 定額法による。 

（ロ）主な耐用年数 

  建物 ８年～５０年 

  構築物 １０年～５０年 

機械及び装置 ６年～３０年 

車両運搬具 ５年 

  工具器具及び備品 ５年～１５年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

    （イ）減価償却の方法 定額法による。 

（ロ）主な耐用年数 

  ソフトウェア ５年 

（３）リース資産 

    （イ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

２ 引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

  債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

（２）退職給付引当金 

  職員の退職手当は、毎年の総合事務組合負担金を下水道事業会計が負担し、積立金の

不足等に応じて発生する追加的な費用は一般会計が負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

  職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、

当事業年度末における支給見込額及び支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する

額を計上している。 

３ 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償

還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、4,020,052 千円であ

る。 
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Ⅲ セグメント情報に関する注記 

１ 報告セグメントの概要 

   益田市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業の２つを報告セグメン

トとしている。なお、公共下水道事業については、汚水処理事業及び雨水処理事業に区分す

る。 

   各報告セグメントの事業内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 公共下水道計画区域において汚水及び雨水を処理する業務 

・終末処理施設 １か所 

・雨水ポンプ場 １か所 

農業集落排水事業 農業集落排水処理施設において汚水を処理する業務 

・農業集落排水処理施設 ３か所 

２ 報告セグメントごとの資産等（令和４年３月３１日）       （単位：千円） 

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

１ リース取引の処理方法 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年内   ５８７ 千円 

    １年超 １，１５４ 千円 

     計  １，７４１ 千円 

事業区分 
公共下水道事業 農業集落 

排水事業 
合計 

汚水処理事業 雨水処理事業 

セグメント資産 5,770,313 2,745,892 2,675,086 11,191,291

セグメント負債 5,009,948 2,378,681 2,455,620 9,844,249
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益田市下水道事業会計

予算（補足）資料
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収益的収入 （単位：千円）

節 予定額

1 527,728

1 206,829

1 137,991

下水道使用料 137,991 下水道使用料

2 68,819

雨水処理負担金 68,819 雨水処理費一般会計負担金

3 1

受託工事収益 1 下水道工事等受託工事代金収入

4 18

手数料 18 指定工事店指定手数料、督促手数料等

2 320,898

1 1

預金利息 1 預金利息収入

2 152,873

他会計補助金 152,873 分流式下水道に要する経費

3 12,346

4 155,594

国県補助金 134,801

他会計補助金 14,674

5,753

受贈財産評価額 366

5 84

その他雑収益 84 占用料収入等

3 1

1 1

過年度損益修正益 1 過年度の修正利益

補助金等により取得した償却資産の当年度
償却分を収益化したもの

長期前受金戻入

消費税及び地方消費税
還付金

特別利益

消費税及び地方消費税還付金12,346

受益者負担金及び分担金

営業外収益

消費税及び地方消費税還付金

下水道使用料

過年度損益修正益

令和４年度　収益費用明細書

款 項

雑収益

説　　　　明

下水道事業収益

その他営業収益

目

受取利息及び配当金

営業収益

他会計補助金

他会計負担金

受託工事収益
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収益的支出 （単位：千円）

節 予定額

1 514,042

1 451,188

1 6,568

備消品費 100 管渠維持消耗品等購入費

光熱水費 12 電灯料

委託料 1,528 管渠清掃、維持管理等委託料

使用料 28 情報配信システム等使用料

修繕費 4,660 管渠修繕費

動力費 240 管渠電力料

2 ポンプ場費 24,473

備消品費 60 ポンプ施設維持消耗品等購入費

燃料費 766 ポンプ場自家発電用燃料費

光熱水費 306 水道料・電灯料等

通信運搬費 128 電話料

委託料 12,290 ポンプ施設維持管理、電気保安業務等委託料

使用料 468 通報システム電柱添架料等

賃借料 3 通報システム電柱借地料等

修繕費 4,470 ポンプ施設修繕費

動力費 5,982 ポンプ施設電力料

3 処理場費 77,332

給料 3,063 職員給料1人

手当等 650 期末手当等

賞与等引当金繰入額 252 賞与等引当金として計上するための繰入額

法定福利費 789 共済組合負担金

旅費 68 職員旅費等

備消品費 1,157 処理場施設維持消耗品等購入費

燃料費 333 公用車等燃料費

光熱水費 440 水道料・電灯料等

通信運搬費 302 電話料及び郵券料等

委託料 36,177 処理場施設維持管理、電気保安業務等委託料

手数料 1,010 汚泥検査料、浄化槽法定検査料等

使用料 547 公用車使用料

修繕費 9,340 処理場施設修繕費

動力費 19,422 処理場施設電力料

薬品費 3,742 汚泥減容化装置薬品代等

負担金 40 各種研修会負担金等

4 受託工事費 1

工事請負費 1 受託工事請負費

款 項 目 説　　　　明

下水道事業費用

営業費用

管渠費
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節 予定額款 項 目 説　　　　明

5 業務費 23,826

給料 3,404 職員給料1人

手当等 1,770 期末手当等

賞与等引当金繰入額 543 賞与等引当金として計上するための繰入額

法定福利費 1,121 共済組合負担金

総合事務組合負担金 579 退職手当負担金

備消品費 60 事務用消耗品代等

印刷製本費 65 下水道使用料等納入通知書兼領収書等印刷代

通信運搬費 435 納付書等発送郵券料

委託料 3,333 受益者負担金システム更新業務等委託料

手数料 225 口座振替等手数料

負担金 12,291 下水道使用料徴収経費負担金

6 総係費 19,869

給料 4,602 職員給料1人

手当等 2,833 期末手当等

賞与等引当金繰入額 740 賞与等引当金として計上するための繰入額

法定福利費 1,527 共済組合負担金

総合事務組合負担金 783 退職手当負担金

旅費 332 職員旅費等

備消品費 105 事務用消耗品代等

印刷製本費 160 予算、広報誌、その他諸用紙印刷代

通信運搬費 1 指定工事店新規・更新に係る郵券料

委託料 7,468 下水道台帳管理システム保守管理業務等委託料

手数料 22 振込手数料等

使用料 446 事務機器等使用料

負担金 389 下水道協会費、各種研修会等負担金等

厚生費 4 抗体検査料等

保険料 322 建物等損害共済金等

貸倒引当金繰入額 84 貸倒引当金として計上するための繰入額

公課費 51 自動車重量税等

7 減価償却費 298,519

有形固定資産
減価償却費

298,519 有形固定資産及び有形リース資産減価償却費

8 資産減耗費 600

固定資産除却費 600 固定資産除却費

2 営業外費用 62,294

1
62,293

企業債利息 62,099 地方公共団体金融機構等利息

借入金利息 194 一時借入金利息

2 消費税及び地方消費税 1

消費税及び地方消費税 1 消費税及び地方消費税納付額

支払利息及び企業債取
扱諸費
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節 予定額款 項 目 説　　　　明

3 特別損失 60

1 過年度損益修正損 60

過年度損益修正損 60 過年度の修正損失

4 500

1 予備費 500

予備費 500

予備費
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資本的収入 （単位：千円）

節 予定額

1 566,943

1 253,600

1 企業債 253,600

企業債 253,600 下水道事業債等

2 127,100

1 127,100

国庫補助金 127,100 社会資本整備総合交付金等

3 29,000

1 29,000

県補助金 29,000 農山漁村地域整備交付金

4 11,187

1 3,750

工事負担金 3,750 下水道工事に係る工事負担金

2 7,437

受益者負担金 7,437 下水道事業受益者負担金

5 他会計出資金 146,056

1 他会計出資金 146,056

他会計出資金 146,056 一般会計出資金

項

国庫支出金

分担金及び負担金

企業債

資本的収入

県補助金

受益者負担金

県支出金

工事負担金

令和４年度　資本的収入及び支出明細書

款 目

国庫補助金

説　　　　明
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資本的支出 （単位：千円）

節 予定額

1 710,468

1 380,464

1 公共下水道建設改良費 320,025

給料 18,270 職員給料6人

手当等 10,962 期末手当等

法定福利費 5,740 共済組合負担金

総合事務組合負担金 3,106 退職手当負担金

旅費 48 職員旅費等

備消品費 681 設計業務等消耗品等購入費

燃料費 280 公用車燃料費

印刷製本費 285 諸用紙印刷代

通信運搬費 147 郵券料、電話料

委託料 67,000 JR協定業務等委託料

使用料 509 公用車使用料等

工事請負費 193,750 汚水管路工事等

補償費 19,000 支障水道管移設補償費等

負担金 247 公共土木積算システム負担金

2 農業集落排水建設改良費 60,359

旅費 28 職員旅費等

備消品費 20 設計業務等消耗品等購入費

委託料 300 調査委託料

工事請負費 60,000 横田安富地区通報装置更新工事

負担金 11 島根県農業農村整備推進協議会賦課金

3 営業設備費 80

機械器具購入費 80 機械器具等購入費

2 企業債償還金 330,004

1 企業債償還金 330,004

企業債償還金 330,004 地方公共団体金融機構等償還元金

説　　　　明

資本的支出

項

建設改良費

款 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 310,817

1 営 業 収 益 145,178 主たる営業活動から生じる収益

1 下水道使用料 76,341 下水道使用料

2 他会計負担金 68,819 雨水処理費一般会計負担金

3 受託工事収益 1 受託工事による収益

4 その他営業収益 17 指定工事店指定手数料等

2 営 業 外 収 益 165,638 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受取利息及び
配 当 金

0 預金利息

2 他会計補助金 61,295 一般会計補助金

3 消費税及び地方
消費税還付金

8,484 消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 95,789
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 70 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 1 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

1
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

収益的収入及び支出

款 項 目

令和４年度　　事業別予算実施計画

令和４年度　　下水道事業（公共下水道事業）
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 299,965

1 営 業 費 用 251,163 主たる営業活動から生じる費用

1 管 渠 費 1,846 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 5,821 ポンプ場の維持管理に要する費用

3 処 理 場 費 28,478 処理場の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 1 工事受託に要する費用

5 業 務 費 10,729
下水道使用料等の徴収業務に要する費
用

6 総 係 費 17,074 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 186,914 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 300 資産減耗に要する費用

2 営 業 外 費 用 48,522 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支払利息及び企
業債取扱諸費

48,522 企業債に対する利息等

2 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

0 消費税及び地方消費税納税額

3 特 別 損 失 30 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

30
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 250

1 予 備 費 250 予備費

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 464,255

1 企 業 債 202,800

1 企 業 債 202,800 建設改良事業債等

2 国 庫 支 出 金 127,100

1 国 庫 補 助 金 127,100 社会資本整備総合交付金等

3 県 支 出 金 0

1 県 補 助 金 0 農山漁村地域整備交付金

4 分担金及び負担金 10,987

1 工 事 負 担 金 3,750 下水道工事に係る工事負担金

2 受益者負担金 7,237 下水道事業受益者負担金

5 他会計出資金 123,368

1 他会計出資金 123,368 一般会計出資金

資本的収入及び支出

令和４年度　　下水道事業（公共下水道事業）

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 555,680

1 建 設 改 良 費 320,050

1 公 共 下 水 道
建 設 改 良 費

320,025 公共下水道整備に要する費用

2 農業集落排水
建 設 改 良 費

0 農業集落排水施設改良費

3 営 業 設 備 費 25 機械器具等購入費

2 企業債償還金 235,630

1 企業債償還金 235,630
政府債、地方公共団体金融機構債等の
償還元金

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業収益 216,911

1 営 業 収 益 61,651 主たる営業活動から生じる収益

1 下水道使用料 61,650 下水道使用料

2 他会計負担金 0 雨水処理費一般会計負担金

3 受託工事収益 0 受託工事による収益

4 その他営業収益 1 指定工事店指定手数料等

2 営 業 外 収 益 155,260 主たる営業活動以外から生じる収益

1 受取利息及び
配 当 金

1 預金利息

2 他会計補助金 91,578 一般会計補助金

3 消費税及び地方
消費税還付金

3,862 消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 59,805
補助金等により取得した償却資産の当年
度減価償却分を収益化したもの

5 雑 収 益 14 営業外収益で発生する雑収益

3 特 別 利 益 0 本年度の経常的収益から除外すべき利益

1 過 年 度 損 益
修 正 益

0
過年度の損益の修正で利益の性質を有
するもの

令和４年度　　下水道事業（農業集落排水事業）

収益的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 下水道事業費用 214,077

1 営 業 費 用 200,025 主たる営業活動から生じる費用

1 管 渠 費 4,722 管渠の維持管理に要する費用

2 ポ ン プ 場 費 18,652 ポンプ場の維持管理に要する費用

3 処 理 場 費 48,854 処理場の維持管理に要する費用

4 受 託 工 事 費 0 工事受託に要する費用

5 業 務 費 13,097
下水道使用料等の徴収業務に要する費
用

6 総 係 費 2,795 事業活動の全般に関する費用

7 減 価 償 却 費 111,605 資産の減価償却に要する費用

8 資 産 減 耗 費 300 資産減耗に要する費用

2 営 業 外 費 用 13,772 主たる営業活動以外から生じる費用

1 支払利息及び企
業債取扱諸費

13,771 企業債に対する利息等

2 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 消費税及び地方消費税納税額

3 特 別 損 失 30 本年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過 年 度 損 益
修 正 損

30
過年度の損益の修正で損失の性質を有
するもの

4 予 備 費 250

1 予 備 費 250 予備費

款 項 目
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収　入 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 収 入 102,688

1 企 業 債 50,800

1 企 業 債 50,800 建設改良事業債等

2 国 庫 支 出 金 0

1 国 庫 補 助 金 0 社会資本整備総合交付金等

3 県 支 出 金 29,000

1 県 補 助 金 29,000 農山漁村地域整備交付金

4 分担金及び負担金 200

1 工 事 負 担 金 0 下水道工事に係る工事負担金

2 受益者負担金 200 農業集落排水事業受益者分担金

5 他会計出資金 22,688

1 他会計出資金 22,688 一般会計出資金

令和４年度　　下水道事業（農業集落排水事業）

資本的収入及び支出

款 項 目
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支　出 （単位：千円）

予定額 備　　　考

1 資 本 的 支 出 154,788

1 建 設 改 良 費 60,414

1 公 共 下 水 道
建 設 改 良 費

0 公共下水道整備に要する費用

2 農業集落排水
建 設 改 良 費

60,359 農業集落排水施設改良費

3 営 業 設 備 費 55 機械器具等購入費

2 企業債償還金 94,374

1 企業債償還金 94,374
政府債、地方公共団体金融機構債等の
償還元金

款 項 目
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